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研究成果の概要（和文）：児童福祉法の改正にともない学童保育の対象に加えられた、小学校高学年児童の放課
後の望ましい生活を考察するため、(1)高学年児童の安定的な居場所となる生活拠点をいかに作るか、(2)高学年
の発達段階にあった放課後活動を地域でどう展開するか、について日本を含む世界9か国における放課後対策に
関する政策把握調査、高学年対象活動の実態調査及び、高学年児童の放課後生活実態調査から検討した。

研究成果の概要（英文）：We examined policy surveys on after-school measures, field activity surveys 
targeting upper-grade children, and field surveys of the actual after-school living conditions of 
upper-grade children in nine countries, including Japan, in order to ascertain the desirable 
after-school life of “upper-grade elementary school children” who were placed in after-school care
 as a target of the revision of the Child Welfare Act. In doing so, we considered (1) how to create 
a life base as a place to stay for upper-grade children and (2) how to locally develop after-school 
activities that are appropriate to the development stage of upper-grade children
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 女性の社会進出や核家族化の進行に伴
い今後、留守家庭児童が過半数を占める新た
な時代が訪れる中、「学校」でも「家庭」で
もない「放課後」の時間に、子どもたちへ豊
かな生活を提供することの重要性は高まっ
ている。 
(2)これまでの我々の調査から、低学年児童
の放課後の過ごし方については国内及び諸
外国の現状を鑑みても“学童保育”を軸とし
て進めるという一定の見解を示すことがで
きている。しかし、高学年児童の放課後の過
ごし方は、世界的にみても一貫性がない状態
である。 
 
２．研究の目的 
(1) 国際的な取り組みの現状と課題：諸外国
において、どのような社会的背景のもとでど
のような高学年の放課後対策が必要とされ
ているかを把握する。 
 (2) 高学年を対象にした放課後の生活拠点
をいかにつくるか：留守家庭児童にとって、
放課後、安全安心に過ごせる居場所（生活拠
点）はとても重要である。低学年児童の場合
その役割を学童保育が担っている現状が把
握されたが、高学年児童は必ずしも「学童保
育」ではない現状も多数見られる中、望まれ
る生活拠点のあり方を検討する。 
 (3) 地域における高学年児童の放課後対策
をいかに進めるか：放課後の生活がより豊か
になるような、地域資源の活用、地域住民と
の関わりの可能性を探る。その結果から高学
年に特化した放課後対策のモデルプランを
作成する。 
 
３．研究の方法 
(1)諸外国の放課後対策及び高学年児童の放
課後活動に関する調査 
 諸外国の放課後施策及び、高学年児童の放
課後活動を把握するため、表１の 4 地域 8 か
国において、行政担当課へのヒアリング調査、
現地における子ども・保護者・現地職員への
ヒアリング調査・現地観察調査等を実施した。 

表 1 海外調査地一覧 

地域 国名 都市名 時期 

アジア 

中国 北京 2015年 3月 

韓国 ソウル 2014年 9月 

台湾 高雄 2015年 4月 

アメリカ 
アメリカ 

ワシント

ン D.C. 
2015年 3月 

カナダ トロント （2011年 3月） 

ヨーロッ

パ 

スウェーデン 
ストック

ホルム 
2014年 3月 

ドイツ 
カールス

ルーエ 
2015年 9月 

オセアニ

ア 

ニュージーラ

ンド 

ウェリン

トン 
（2013年 3月） 

(2)高学年児童の放課後生活実態に関する世
界共通アンケート調査 
 各国の小学 5年生の放課後生活を把握する

ため、表 2のとおり世界共通アンケートを実
施した。 

(3)日本における高学年児童の放課後施設・
活動に関する調査 

我が国における高学年児童も対象とした
放課後対策の実態を把握するため、表 3 の放
課後施設・活動について、自治体職員、各施
設・活動の指導員、小学校長、利用児童など
へのヒアリング調査及び現地観察調査を実
施した。 

表 3. 国内調査地概要 

 
４．研究成果 
(1)国際的な取り組みの現状と課題 
本研究で把握された 8か国の放課後対策に

 
調査地域 調査時期 

学
童
保
育 

公設公営 滋賀県大津市 2014年 9月 

公設民営 

（運営委

員会） 

岡山県倉敷市 2014年 2月 

岡山県瀬戸内市 2014年 2月 

公設民営 

（NPO） 
大阪府熊取町 2014年 2月 

民設民営 

（父母

会） 

愛知県名古屋市 2014年 9月 

大阪府大阪市 2015年 1月 

京都府京都市 2015年 1月 

放課後子どもプ

ラン 

愛知県名古屋市 2014年 9月 

大阪府大阪市 2015年 3月 

ｱﾌﾀｰｽｸｰﾙ 放課後 NPO ｱﾌﾀｰｽｸｰﾙ 2015年 2月 

部活動 愛知県名古屋市 2014年 9月 

児童館 
大阪府吹田市 2015年 7-9月 

京都府京都市 2016年 6-11月 

表 2 世界共通アンケート調査概要 

国名（都市） 回答数 調査校 内訳 時期 

日本 

（大阪市） 
234 

Ａ 90 
2013年

11月 

Ｂ 14 

2015年

5月 

Ｃ 31 

Ｄ 64 

Ｅ 35 

中国 

（北京市） 
316 

Ｆ 73 
2015年

3月 
Ｇ 85 

Ｈ 158 

韓国（ソウル市） 148 

Ｉ 24 

2014年

9月 

Ｊ 50 

Ｋ 25 

Ｌ 49 

スウェーデン 

（ストックホルム市） 
147 

Ｍ 73 2014年

3月 Ｎ 74 

アメリカ 

（ワシントンＤ．Ｃ） 
91 Ｏ 92 

2015年

3月 

カナダ（トロント市） 21 Ｐ 21 
2015年

6月 

ニュージーランド 

（ウェリントン市） 
39 Ｑ 39 

2015年

6月 



ついて増山１の子どもの放課後対策理念形成
の 3つの流れに当てはめると、表 4のように
分類されると考えられた。 

表 4 諸外国の放課後対策 

福祉 教育 余暇 

カナダ 

ニュージーラン

ド 

中国・韓国 

台湾 

アメリカ 

ドイツ 

スウェーデン 

留守家庭の子どもの

安全な居場所と保育

の保障 

学習の他、スポーツ

や文化などの多様

な機会の提供 

自由な遊びや休

息の保障 

１増山均：コメント・子どもの放課後を考える―海外の

動向から何をどう学ぶか、日本学童保育学会第 3回研究

大会発表要旨集、pp.24—25、2012 

各国の調査結果から、日本にも共通する課
題を以下にまとめる。 
①留守家庭対策から全児童化する際の課題
[カナダの ARC、韓国の見守り保育拡大、ドイ
ツの学校全日化］：放課後に家庭以外の居場
所を必要とする子どもの数が増加するなか、
一部の子ども対象の放課後施策からより多
くの子ども対象の事業に拡大する必要に迫
られている。しかし、これら事業の拡大は料
金の低額化あるいは無料化と引き替えに、施
設空間や職員配置等の質の低下を伴って行
われている。 
②高学年の発達段階に応じた居場所づくり
［スウェーデンの開放余暇センター、ドイツ
の青少年ハウス］：高学年になるとある程度
の危険回避能力も備わり、次第に地域のテリ
トリーを広げながら遊ぶようになる。低学年
の見守り中心型から、子どもが自分の意志で
自由に利用できる拠点型の居場所に展開し
ていく必要がある。 
③放課後のプログラム化と子どもの主体的
な遊び活動を保障する居場所の課題［プログ
ラム化→韓国の放課後学校、アメリカのｱﾌﾀｰ
ｽｸｰﾙ、主体的な遊び→ドイツのホルト］：放
課後対策は、体験や運動不足を補うべく、子
どもに様々な文化やスポーツの機会を提供
することに重点がおかれ、大人によるプログ
ラムで埋められる傾向が強まっている。しか
し、子どもの主体的な遊びを大切にし、子ど
もの遊び世界を保障する場も求められる。 
④格差の是正・貧困対策から見た子どもの放
課後［カナダの ARC、アメリカのアフタース
クール、韓国の放課後学校、スウェーデンの
クラブ活動］：私的教育費の増加と、放課後
に子どもに塾や習い事など、様々な体験の
機会を与えられない貧困家庭の存在と格差
の拡大を背景に、安価な料金で体験プログ
ラムを公的に提供する動きが各国で見られ
る。一方日本は、子どもの貧困率が世界的
にみても高い水準にあるにもかかわらず、
放課後施策における貧困対策の視点は弱い。
放課後事業の民営化等により、保育料の高
額化や、高額なオプションプログラムへの
傾向は、家庭の経済力による子どもの放課
後格差を拡大することにつながり、注意が
必要である。 

（2）小学 5 年生の放課後の生活実態 
世界共通アンケートの結果より以下 6つの

観点から日本の特徴をまとめる。 
①日常生活：欧米諸国より帰宅時間、夕食時
間、就寝時間が遅く、家族との夕食の回数も
少ない(図 1.2)。 

図 1．子の就寝時間 

図 2.家族との夕食回数 

②学習：学習塾の利用はアジア諸国内では低
く、欧米諸国よりは高い(図 3)。 
③習い事：SW・NZ に続く高い利用率(図 4)。 

図 3学習塾利用率     図 4 習い事利用率 

④自由な時間：アジア諸国は 30 分～1時間が
多く、欧米諸国は 4時間が多い(図 5)。 
 
 
 
 
 
 

図 5.平日の自由時間 

⑤友達との遊び：子どもだけで外で遊ぶ割合
が SW・NZに続き高い(図 6)。 
屋外の遊び場：他国は学校敷地内が多いが、
日本は公園が多い。 

図 6. 子どもだけで外で遊ぶ頻度 

⑥近所の大人との関係：アジア諸国では欧米
諸国より関係が密である(図 7)。 

図 7. 近所に、会ったら挨拶する大人 



(3）高学年を対象とした放課後の生活拠点 
高学年利用率が高い国内の放課後対策の

特徴を分析することにより、高学年の生活拠
点を成立させる 5つの条件を図 8の通り導き
出した。 

図 8 高学年の生活拠点を成立させる条件 

①活動内容：高学年の利用率が高い学童保育
の活動の特徴（表 5）から、「自分たちで企画
する活動があること」、「異年齢集団の中でリ
ーダー的な存在になれること」、「高学年のみ
対象の活動があること」、習い事や学童保育
児童以外との遊びなど「ニーズに合った受け
入れがあること」が、高学年活動には求めら
れていると考えられた。 
また、アフタースクールや部活動の取り組

みから「専門的な内容を体験できること」も
1 つの要素であると考えられた。 

表 5 活動内容 

②空間：高学年の利用率が高い学童保育の空
間の特徴（表 6）から「高学年だけが利用で
きる空間があること」、「施設だけでなく、地
域資源を活用した空間があること」が求めら
れていると考えられた。また「更衣スペース」
の必要性も把握された。 

表 6 活動空間 

③時間：高学年の利用率が高い学童保育の活
動時間の特徴（表 7）から、低学年よりも下
校の時間が遅いことを考慮し、おやつの時間
の調整や、帰りの会のあり方を検討するなど、

「細切れではない、まとまった遊び時間が確
保」できるよう工夫されていることが把握さ
れた。 

表 7 活動時間 

④指導員：高学年児童へのヒアリングや様子
などから、「口出ししすぎず的確にアドバイ
スしてくれること」、「話し相手になってくれ
ること」、「憧れる存在であること」が、活動
現場の大人（指導員）に求められていること
が把握された。 
⑤保護者：保護者は「子どもに一定の居場所
があり、所在がわかる安心感があること」を
求めているほか、高学年児童の参加が多い学
童保育には、親のかかわりも密であり、「共
に育つ環境がある」という特徴もあることが
把握された。 
 
（4）地域における高学年児童の放課後対策
への提案 
①高学年児童の豊かな放課後を保障する環
境整備 
①-1．治安のよさを継続する 

日本は「子どもだけで外で遊ぶ」「公園や
広場で遊ぶ」比率が高い。それは、子どもだ
けの外遊びが可能な治安状態が維持されて
いるからである。地域住民の見守りも功を奏
しているといえるが、この治安のよさが継続
していって欲しい。 
 屋外には、空間と自然の広がりがある。子
どもの主体的な遊びを保障するうえで屋外
は大切である。屋外での遊びが自由にできる
ような地域を次世代へと継承すべきである。 
①-2．学校での丁寧な学習保障 
 すべての子どもが、「やさしく、かしこく、
たくましく」育って欲しいと誰もが願ってい
る。義務教育機関である小・中学校は、この
願いを実現していく責務がある。だが、教員
配置の貧弱さ、管理教育の強化、課外活動へ
の負担等から、丁寧な教育実践が困難な状況
となっている。この不備は、学外での塾や習
い事の依存を生み、子どもの自由時間が奪わ
れストレスを抱える子どもたちを増やすこ
とになっている。「勉強がわからない」まま
放置され、自己肯定感の乏しい子どもたちを
作り出すことにもなっている。 
 学校の先生を増員することで、ひとり一人
の子どもと向き合う時間を増やし、丁寧な学
習保障が求められる。そして、子どもたちに
とっての放課後は、心身ともにストレスから
解放され、のびのびと自由に時間を過ごせる

活動
内容 

空間 

時間 指導
員 

保護
者 



ようにしていくべきである。 
①-3．社会教育施設・生活環境施設の整備・
拡充 
 <社会教育施設・サービスの整備・拡充> 
 社会教育施設・生活環境施設を整備・拡充
して、無料ないし低廉で音楽・スポーツ等が
できるような環境を作っていき、教員負担の
大きい部活動や経済的な負担が大きい商品
化された習い事への依存度を軽減していく
必要がある。 
 子どもたちが放課後楽しく遊んだり、興味
に邁進できるような社会教育施設を広げて
いくことが求められる。学校の体育館やグラ
ンドを活用していくこともあっていい。球技
のできる公園や冒険遊び場等を整備し、子ど
もに好かれる楽しい公園を作っていくべき
である。 
<地域クラブ・NPO等への助成金> 
 野球やサッカーなどスポーツクラブ活動
が地域住民の協力で実施されているが、指導
者は無報酬が一般的である。そして、利用す
る子どもの親に経費負担が求められている
実態がある。 
 地域のクラブ活動への助成金制度を確立
するなどして、当事者の経費面での負担を軽
減すべきである。またアマチュアスポーツと
しての適切な指導がされるような指導者養
成にも力を入れていく必要がある。 
<高学年向けのメニューの開発・実施> 
 スウェーデンでは 10歳から 13歳の高学年
に限定した図書館が設置されていた。思春期
の子どもたちにとって、低学年や大人の干渉
を受けずに自由に行動できる世界は大切で
ある。高学年の居場所を積極的に開発してい
くことが求められている。音楽や演劇など創
作活動がのびのびとできる場所が今後求め
られる。 
①-4.貧困対策の視点を－児童館の充実・拡
大－ 
 経済的に厳しい家庭の子どもが増えてい
る中で、貧困対策の視点から子どもの居場所
づくりが求められている。 
 無料で誰でもいつでもいける居場所づく
りが大切である。そこでは、宿題をみてもら
えたり、食事の提供もあればより望ましい。
整備がやや低調になっているが、児童館の存
在意義を再考し、積極的に充実・拡大すべき
ではないか。 
②子どもの暮らしの基盤となる親の労働の
あり方の見直し 
②-1.一日の労働時間の短縮 
 子ども及び大人の余暇の充実のため、スウ
ェーデンのように、放課後のクラブ活動など
を保護者（地域の大人）が担えるような、ワ
ークライフバランスを提案したい。16～17時
頃に帰宅できクラブ活動に関われるような
労働時間短縮を実現したい。朝方に少しシフ
トするなどして、8：00～16：00 頃の勤務形
態をつくっていくことはできないだろうか。 
②-2.均等待遇による短時間労働制の導入 

 子どもの成長にあわせて労働時間を変更
できるようにすべきである。小学生以下の子
どもがいる親の労働時間の短縮が喫緊の課
題といえる。フルタイムの 8 時間勤務のみで
なく、4～6時間のパートタイム勤務の選択が
できるような職場環境を広げていくべきで
ある。その際、均等待遇に基づく労働条件確
保が大切である。 
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